
（別紙３）

～ R８年２　月１７　日

（対象者数） １９名 （回答者数） １５名

～ R８年２　月　２０日

（対象者数） ９名 （回答者数） ５名

○ 分析結果

さらに充実を図るための取組等

1

計画説明をより視覚的・わかりやすい資料（図表・写真

等）で補足し、こどもへの説明も充実させる。

職員間での計画共有の場（朝礼・振り返りミーティング

等）をより構造化し、全員が計画の最新状況を把握でき

る仕組みを整える。

2

ペアレント・トレーニング等の家族支援プログラムへの

参加を促進する取組を強化し、全保護者に等しく情報提

供する。

通信の活用をさらに充実させ、日常的な情報発信の質・

量を高める。

3
マニュアルの保管場所・共有方法を整備し、新任職員も

含め全職員がいつでも参照できる環境を構築する。

安全計画に基づく取組内容を保護者へより分かりやすく

周知（説明会・文書等）し、家庭との連携を強化する。

改善に向けて必要な取組や工夫が必要な点等

1

シフト管理を見直し、欠員が発生した際の代替対応手順

（応援体制・非常勤の活用等）を明確化する。

曜日・利用人数ごとの適正配置基準を設定し、計画的な

シフト編成を行う仕組みを整える。

採用・育成計画を検討し、職員確保の安定化を図る。

2
通信発行を業務スケジュールに組み込み、担当者・発行

日を固定化する仕組みをつくる。

通信のテンプレートを作成・整備し、作成の負担を軽減

して継続発行しやすい環境を整える。

3

マニュアルの保管場所を確定し、デジタル共有も活用し

て全職員がいつでも参照できる環境を整える。

安全計画を職員全員で確認する研修の場を設ける。

安全計画に関する取組内容を保護者へ文書等で説明する

機会を設け、家庭との連携体制を明確化する。

従業員自己評価・保護者評価ともにアセスメント実施、

個別支援計画の作成・共有・説明・同意取得のすべての

項目で満票（はい100%）を獲得。保護者からも「とて

も分かりやすく説明してくれています」「とても助かっ

ています」などの肯定的なコメントが複数寄せられた。

児童発達支援管理責任者のみならず、支援に関わる全職

員が共通理解のもとで計画を検討し、こどもの最善の利

益を考慮した支援計画を作成している。

計画を示しながら丁寧に説明し、保護者から同意を得る

手続きを徹底している。

「日頃からこどもの状況を保護者と伝え合い、共通理解

ができているか」「定期的な面談や子育て相談が行われ

ているか」「相談や申入れへの迅速な対応」など、保護

者コミュニケーション関連の全項目で保護者評価16名全

員が「はい」と回答。「悩み事があればすぐに対応して

話を聞いてくれる」との声もあった。

送迎時や連絡ノート等を通じて日常的にこどもの様子を

伝え合い、保護者との共通理解の構築を継続している。

保護者からの相談・申入れに迅速かつ適切に対応できる

体制を整備し、その旨を保護者に周知している。

「事故防止・緊急時・防犯・感染症マニュアルの策定と

周知」「非常災害時の避難訓練の実施」「こどもの安全

確保計画に基づく支援」「事故発生時の速やかな連絡・

説明」のすべての項目で保護者16名全員が「はい」と回

答。「小さな怪我でも対応や処置をしていただき、その

都度連絡をいただけるので大変助かります」との声もあ

ヒヤリハットを事業所内で共有し、再発防止策を全職員

で検討する仕組みを設けている。

服薬・アレルギー・てんかん発作等こどもの個別の医療

情報を事前に確認・把握し、支援前に徹底している。

従業員自己評価において「事故防止・緊急時等マニュア

ルを策定し職員や家族に周知しているか」「安全計画を

作成し安全管理が十分された中で支援が行われているか

」「安全計画に基づく取組内容を家族へ周知しているか

」の3項目で各1名が「いいえ」と回答。「マニュアルを

置く場所を検討していて、職員がまだ全員見れていない

マニュアルの保管場所・共有方法が整備されておらず、

全職員が確認できる状態になっていない。

計画に基づく取組が全員に浸透していない。

安全計画の内容について、保護者への説明・周知が十分

に行えていない部分がある。

事業所の弱み（※）だと思われること

※事業所の課題や改善が必要だと思われること
事業所として考えている課題の要因等

従業員自己評価において「職員の配置数は適切か」の項

目で5名中1名が「いいえ」と回答。「休みの職員がいる

とたまに少なく思う時がある」「曜日により少ないとき

もある」「部屋の数に対して職員数が足りないときがあ

る」などのコメントが複数あった。

欠員・休暇時の代替体制が十分に整っておらず、曜日や

状況によって職員が不足するケースが生じている。

複数の活動室を同時運営する際に、各部屋に適正な職員

数を配置することが難しい状況がある。

従業員自己評価において「定期的に通信等を発行し活動

概要・行事予定等を発信しているか」の項目で5名中1名

が「いいえ」と回答し、「毎月は出せていない」とのコ

メントがあった。保護者評価では16名全員が「はい」と

回答しているが、発信頻度の維持が課題として認識され

ている。

通信の作成・発行が業務多忙により後回しになりがちで

、毎月定期的に発行できていない状況がある。

担当者への負担が集中しており、継続的な情報発信の体

制が個人依存になっている。

R８年２　月１８　日

○従業者評価有効回答数

○事業者向け自己評価表作成日
r８年　２月　２０日

事業所の強み（※）だと思われること

※より強化・充実を図ることが期待されること
工夫していることや意識的に行っている取組等

○従業者評価実施期間

○事業所名 はなえみ学舎みくらまちキャンパス

○保護者評価実施期間
R８年２　月１２日

○保護者評価有効回答数

事業所における自己評価総括表公表


